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公債費（6.5％）
27億6973万9千円

民生費（51.1％）
217億8518万
3千円

総務費（11.3％）
48億2627万1千円
　

土木費（7.2％）
30億6035万1千円

衛生費（7.9％）
33億8450万5千円

商工費（0.8％）
3億2428万1千円

教育費（9.6％）
40億8088万
2千円

農林業費（0.9％）
3億8130万2千円
　　　　

議会費（0.6％）
2億7449万7千円
災害復旧費（0.5％）
2億788万2千円

労働費（0.1％）
1891万8千円

歳出
（目的別）

消防費（3.5％）
15億426万2千円
　　　　

義務的
経費

その他
経費

（52.6％）
（40.3％）

①人件費
58億6650万3千円

（13.8％）

②扶助費
137億7824万5千円

（32.3％）

⑥公債費
27億6973万9千円（6.5％）

⑦普通建設事業費
27億2459万1千円（6.5％）

⑦災害復旧事業費
2億686万5千円（0.6％）

③物件費
57億7486万6千円

（13.4％）

④補助費等
51億137万1千円

（12.0％）

⑤繰出金
50億3453万1千円

（11.8％）

③維持補修費 1億2987万6千円（0.2％）
⑧積立金
12億685万8千円（2.8％）

④貸付金 
2462万8千円（0.1％）

投資的
経費

（7.1％）

歳出
（性質別）

❶市税
114億7956万3千円

（26.4％）

❻繰越金 
3億1853万7千円

（0.7%）

❼寄附金など 
15億238万5千円

（3.5%）

❷使用料及び手数料
6億4631万6千円

（1.5%）

❺繰入金
10億7333万5千円

（2.5%）

❸地方交付税
90億1333万9千円

（20.8%）

❸国庫支出金
97億2337万8千円

（22.4%）

❹市債
19億5550万円

（4.5%）

❸府支出金
36億6737万5千円

（8.5％）

❸その他 
37億8573万4千円

（8.7%）

自主
財源

依存
財源

（35.1％）

（64.9％）
❷分担金及び負担金 
2億3689万5千円

（0.5%）

歳入

支　　出

①食費 40,500 円
②医療費・教育費 95,200 円
③光熱水費・日用品・修理 40,800 円
④自治会などの会費 35,400 円
⑤子どもへの仕送り 34,800 円
⑥ローンの返済 19,100 円
⑦家や車の購入 20,300 円
⑧貯金 8,300 円

２９４,４００円

①人件費
　職員の給料や議員報酬
②扶助費
　生活保護費や児童手当
　など福祉に使うお金
③物件費など
　物品・原材料購入費や
　修理代など
④補助費など
　各種団体に交付する
　補助金や貸付金
⑤繰出金
　特別会計に対して
　支払うお金
⑥公債費
　市債の元金や
　利子の支払金など
⑦普通建設事業費など
　道路や学校などの
　建設や改修など
⑧積立金
　貯金に積み立てるお金

貯金残高  1,411,000円
ローン残高  4,173,900円

収　　入

❶給与収入 79,400 円
❷アルバイト収入 6,100 円
❸親族からの支援 181,000 円
❹金融機関からの借入 13,500 円
❺貯金の取り崩し 7,400 円
❻前月からの繰越金 2,200 円
❼雑収入 10,400 円

ー ー

300,000 円

市税❶
市民税や固定資産税など　  
使用料、手数料など❷

施設使用料や　
住民票交付手数料など　
国庫・府支出金など❸

国や府から給付される　
お金など　
市債❹

金融機関などから　
借り入れたお金　

繰入金❺
基金を取り崩したお金など　

繰越金❻
前年度から繰り越されたお金　

寄附金など❼
財産の売り払いや寄附金など　

  －　 ＝　5,600円

※家計簿内の番号は円グラフの番号と対比しており、
同じ比率で家計簿の数値を算出しています。

※貯金残高、ローン残高については、
年収360万円とした場合

残った
お金

Ａ

Ａ Ｂ

B

(単位:千円)
種　類 金　額 主な使い道
基金 17,011,734

財政調整基金 2,948,445 財源不足への対応
普通建設事業基金 1,220,633 一般建設事業

減債基金 3,669,365 借金の返済
その他特定目的基金 8,995,556 公共施設維持改修基金など
水道事業基金 177,735 用地取得・施設整備など

市債 48,201,911
臨時財政対策債等 13,996,657 財源不足への対応など
通常の建設地方債 11,527,372 公共事業等債など

水道事業債 4,052,566 建設改良事業費
下水道事業債 18,625,316 建設改良事業費など

※市民 1 人当たりの基金の額は 174,732 円、市債の額は
495,095 円です（令和 7 年3 月 31日現在の人口：97,359 人 )。

●基金・市債の状況（令和6 年度末）

令
和
６
年
度
の

令
和
６
年
度
の

決
算
報
告

決
算
報
告

令
和
６
年
度
の
決
算
が
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質
的
な

収
支
は
２
億
６
２
７
万
３
千
円
で
、黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

経
常
的
な
支
出
が
経
常
的
に
入
る
お
金
に
対
し
て

ど
れ
く
ら
い
の
割
合
か
を
表
す
指
標
を「
経
常
収
支
比
率
」と
い
い
、

前
年
度
か
ら
０
・６
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
、
95
・９
％
と
な
り
ま
し
た
が
、

府
内
都
市
平
均
96・
６
％
を
０
・
７
ポ
イ
ン
ト
下
回
っ
て
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
税
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に

使
わ
れ
た
の
か
、
令
和
６
年
度
一
般
会
計
の
財
政
状
況
を

月
収
30
万
円
の
家
庭
の
家
計
簿
に
例
え
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
　
財
政
課

月収が30万円の　　家計簿に例えると…

財政状況の見える化について
ホームページでも、わかりやすく

「見える化」し、公表しています。

434 億 235万 7千円歳入 426億1,807万3千円歳出

令和６年度主要施策と決算報告特集
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●貸借対照表（バランスシート）
貸借対照表は、どのような資産を保有しているかと、その資産がどのような財源
で賄われているかを示した表です。※下記（）内は前年度比較。

(単位:千円)
会計名 歳　入 歳　出

特別会計 25,774,342 25,679,825
国民健康保険事業勘定 11,458,803 11,458,722

土地取得 88,019 88,019
部落有財産 383 383
介護保険 11,367,635 11,367,059

後期高齢者医療 2,859,502 2,765,642

●特別会計の決算

(単位:千円)
会計名 収　入 支　出

水道事業会計
収益的収支 2,338,070 2,237,744
資本的収支 435,839 1,121,161

下水道事業会計
収益的収支 3,076,630 2,976,447
資本的収支 1,713,776 2,726,728

●公営企業会計の決算

※資本的収支の不足額は損益勘定留保資金などの補てん財
源で補てんしました。

内
訳

公共資産
道路、公園、学校など

1,269 億円
（△ 35 億４千万円 )

投資など
基金、積立金、出資金など

120 億1 千万円
（△１億１千万円）

流動資産
現金・預金、未収金など

46 億９千万円
（+12 億４千万円）

■資産
市が保有している土地や建物、
債務返済の財源などの総額

1,435 億9 千万円
（△ 24 億円）

■負債 298 億１千万円
（△６億４千万円）

将来の世代が負担する借入金（市債）
などで、返済が必要な債務の総額

■純資産 1,137 億８千万円
（△ 17 億６千万円）

現在までの世代がすでに負担し、将来の世
代が返済する必要のない正味価値の総額

指　標 河内長野市 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率※1 ー

（赤字なし） 12.24% 20.00％

連結実質赤字比率※2 ー
（赤字なし） 17.24％ 30.00％

実質公債費比率※3 2.3％ 25.0％ 35.0％

将来負担比率※4 ー
（将来負担なし） 350.0％ ー

※ 1 普通会計の赤字から財政運営の深刻度をみる比率。※ 2 すべての会計の赤字から財政運営の深刻度をみる比率。
※3 借金の返済額などの大きさから資金繰りの危険度をみる比率。※ 4 市が抱える負債の残高から将来財政への圧迫
度をみる比率。※ 5 企業会計の資金不足割合から経営状況の深刻度をみる比率。

●健全化判断比率

合計   1,435 億 9 千万円
（△ 24 億円）

（令和７年３月 31 日現在・一般会計）

合計   1,435 億9 千万円
（△ 24 億円）

公営企業会計 河内長野市 経営健全化基準
水道事業会計 ー

（資金不足なし）

20.0％下 水 道
事 業 会 計

ー
（資金不足なし）

産 業 用 地 整 備
事 業 特 別 会 計

ー
（資金不足なし）

比率が生じない場合は「ー」で表示

●資金不足比率 ※5

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立
に
向
け
て

複式簿記・発生主義会計
による財務書類を作成

　企業などが用いる複式簿
記・発生主義会計による財
務書類（右図の貸借対照表
など）を作成しています。
このことにより、減価償却
費（資産価値の減少分）など、
従来では見えにくかったコ
ストも把握できるようにな
り、財政の透明性を高めて
います。

　
今
後
、
人
口
減
少
な
ど
に
よ
る
市
税

の
減
収
が
予
想
さ
れ
る
一
方
で
、
高
齢

化
な
ど
に
よ
る
社
会
保
障
関
係
経
費
の

増
加
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策
関
係

経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、
施
策
・
事
業

の
選
択
と
集
中
を
行
い
、
持
続
可
能
な

財
政
基
盤
の
確
立
が
必
要
で
す
。

　

そ
の
た
め
、
今
年
度
か
ら
「
稼
ぐ

力
の
強
化
」
に
取
り
組
み
、
そ
れ
に

よ
り
生
み
出
し
た
財
源
を
最
大
限
活

用
し
、
あ
わ
せ
て
「
ま
ち
の
好
循
環
」

に
よ
る
税
収
入
の
底
上
げ
も
実
現
す

る
こ
と
で
、
市
の
発
展
に
向
け
た
ま

ち
づ
く
り
を
展
開
し
、「
消
滅
可
能
性

自
治
体
か
ら
の
脱
却
」
を
実
現
し
て

い
き
ま
す
。

　
な
お
、
財
政
が
健
全
に
運
営
さ
れ
て

い
る
か
の
指
標
を
表
す
財
政
健
全
化
判

断
比
率
（
下
表
）
で
は
、
い
ず
れ
の
指

標
も
早
期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て
い

ま
す
。

　　　基金・市債の状況基金・市債の状況 ( 単位 : 千円 )
種   類 金   額 主な使い道
基金 16,997,604

財政調整基金 2,948,445 財源不足への対応
普通建設事業基金 1,220,633 一般建設事業

減債基金 3,669,365 借金の返済
その他特定目的基金 8,981,426 公共施設維持改修基金など

水道事業基金 177,735 用地取得・施設整備など
市債 45,988,419

臨時財政対策債等 13,226,229 財源不足への対応など
通常の建設地方債 11,062,359 公共事業等債など

水道事業債 3,893,083 建設改良事業費
下水道事業債 17,806,748 建設改良事業費など

※令和７年 9 月 30 日現在の人口は 96,861 人、世帯数は 47,570 世帯です。

　　　特別会計の執行状況 （単位：千円、％）

会 計 名
歳　　入 歳　　出

予算現額 収入済額（執行率） 予算現額 支出済額（執行率）
特別会計 28,164,013 11,198,754(39.8) 28,164,013 10,459,002(37.1)

国民健康保険事業勘定 11,744,153 4,594,279(39.1) 11,744,153 4,409,984(37.6)
土地取得 117,684 31,497(26.8) 117,684 31,496(26.8)

部落有財産 800 330(41.3) 800 330(41.3)
介護保険 13,398,037 5,355,170(40.0) 13,398,037 4,935,379(36.8)

後期高齢者医療 2,903,339 1,217,478(41.9) 2,903,339 1,081,813(37.3)

　　　公営企業会計の執行状況 （単位：千円、％）

会 計 名
収　　入 支　　出

予算現額 収入済額（執行率） 予算現額 支出済額（執行率）
水道事業会計
収益的収支 2,456,539 1,094,115(44.5) 2,346,651 1,013,634(43.2)
資本的収支 729,727 0(0.0) 1,489,255 524,939(35.2)

下水道事業会計
収益的収支 3,031,056 1,163,622(38.4) 3,029,931 1,427,856(47.1)
資本的収支 2,127,027 18,256(0.9) 3,071,803 956,242(31.1)

　　　一般会計の執行状況
費　目 予算現額 収入済額（執行率）

歳  入 47,556,610 20,405,489
(42.9)

市税 11,867,550 7,202,125(60.7)
国庫支出金 10,536,019 2,971,949(28.2)
地方交付税 8,630,301 6,443,446(74.7)

市債 3,822,200 0( 0.0)
府支出金 3,733,942 380,264(10.2)
繰入金 1,893,725 13,800( 0.7)

使用料及び手数料 677,765 190,840(28.2)
分担金及び負担金 229,785 73,273(31.9)

その他 6,165,323 3,129,792(50.8)

（単位:千円、%）
費   目 予算現額 支出済額（執行率）

歳  出 47,556,610 18,354,824
(38.6)

民生費 21,707,900 9,227,771(42.5)
総務費 7,341,101 2,332,492(31.8)
教育費 5,930,460 2,042,939(34.4)
衛生費 3,473,025 1,199,430(34.5)
土木費 3,210,613 1,039,196(32.4)
公債費 2,773,269 1,259,828(45.4)
消防費 1,576,381 731,526(46.4)
農林業費 588,790 154,311(26.2)
その他 955,071 367,331(38.5)

表1

表２

表３

表４

公　表

基金・市債・財産の状況
　市の貯金である基金、市の借金で
ある市債の状況は表４のとおりです。
市民１人当たりの基金の額は 17 万
5484 円、市債の額は 47 万 4788 円
です。なお、一時的な現金の不足には、
一般会計と各特別会計の会計相互間
での現金運用や財政調整基金などか
らの一時的な借り入れで対応してい
ます。また、市の財産（土地・建物）
は、土地が 513 万 7420 ㎡、建物が
25 万 7837 ㎡となっています。

一般会計・特別会計と
公営企業会計の状況

　令和７年度一般会計予算は
470 億 3589 万１千円（繰越
予算を含む）でスタートしまし
たが、５億 2071 万９千円を
増額補正し、475 億 5661 万
円になりました。
　予算現額に対する執行状況
は表１のとおりです。市民１人
当たりの市税負担額（調定額）
は 11 万 8288 円、１世帯当た
りでは 24 万 858 円です。
　また、令和７年度は一般会計
と分けて経理する必要のある
５つの特別会計と、公営企業と
して水道・下水道事業会計を
設けています。これらの執行状
況は表２、表３のとおりです。

令
和
7
年
度
上
半
期

財
政
事
情
の
公
表

　
今
年
４
月
か
ら
９
月
ま
で
の
予
算
の
執
行

状
況
と
、
９
月
30
日
現
在
の
基
金
・
市
債
・

財
産
（
土
地
・
建
物
）
の
状
況
に
つ
い
て
お

知
ら
せ
し
ま
す
。

�
財
政
課

※産業用地整備事業特別会計については、令和７年度において歳入及び歳出が
生じていないため、上記に掲載しておりません。

※産業用地整備事業特別会計については、令和６年度決算におい
て歳入及び歳出が生じていないため、上記に掲載しておりません。
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